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0 竹間 治文 ( パイオニア ) , 鈴木康之 ( 松下電器産業 / 北陸先端科学技術大学院大 ) , 
亀岡秋男 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに 

イノベーションを 持続的に創出し 競 

具体的な方策を 早急に打ち出すことが、 研究開発部門の 

みならず技術部門においても 望まれている。 

イノベーションを 創出するためには。 「具体的にどのよ 

う な技術開発をど う 金面しどのように 進めるか」。 「研 

究。 技術開発マネジメントはどのように 行かうか」、 「効 

果 的な研究遂行田 まゑロ 何なる 矢 性の場を設定すれば 

よいか」という 研究。 技術開発ステージの 

場のニーズをどのようにして 捉え、 開発しょうとする 製 

品コンセプトを 作り出すか」「如何にして 開発された製品 

の 認知度を高め 市場に受容させるか」など 製品企画や、 

販売促進活動に 関わる 。 さらには「アントレプレナ 

ーシップを持った 人材をどう育てるか」などという 人材 

まで多岐にわたる。 イノベーションは 

あ ることを考えれば、 企業に於ける 知 

り通が競争優位の 源泉の一つであ ることは疑いの 余地 

は 無く、 如何にして知識が 創造されるかを 明らかにする 

ことは。 意義深い。 

個人の持つ知識 は 、 個人と糸 繍裁 とのかかわりの 中で、 

「共同化」 (Soc2 目 ;z まえ on) 。 「表出化」㊦ Xte 穏 a 工 iza セ ion) 、 

「連結 ィ固 (C 。 庶ぇ ""tion) 、 「内面 匂 (I"t" 囲 "&i7atio め 

の課程を経て、 スパイラル的に 暗黙知から形式 知 へ、 形 

式知から暗黙 知 へと変換され、 新たな知識を 創造する 

(SECI プロセス ) 凹 。 このような知識創造が 活発に実 

行される要件の 一つとして、 野中。 竹内は、 どのような 

知識を創造しようかという 知識ビジョンであ る「 意期 

す なむち「目標への 思い」をあ げている。 また、 獲得し 

た情報から真なる 信念へと正当化される 過程では、 主体 

的人間の相互作用から 生ずる相互作用費用が 必要であ る 

ことも指摘している。 例えば、 企業内ぼかりか、 他 企業 

や 顧客との間の 単なる取引を 越えたアイディアや 情報の 

用が必要であ るからであ る。 

U 造にとって不可避であ る 

ヒ 費用」であ る。 正当化費用とほ。 知識が、 

寵 CT プロセスを通じて 正当化され自らの 知識になる 際 

に 必要なコストであ り、 知識資産のなかでも 特にその企 

業の ソーシャル。 キャピタルの 如何 もこ よって決定さ 

[2] 。 従業員が相互に 理 蝿午し 信頼関係が成立している 企業 

では、 業務が円滑かつ 迅速に進められ、 生産性、 創造性 

の高いことが 指摘されているが、 気配り ( ケア L 、 愛 。 信 

頼、 安心感などの 暗黙 知 としての感情的資産が 豊富であ 

る 企業や糸 邸哉 @ まど、 知 U 造 プロセスを実行するための 

用」が低く。 その結果、 知 

るからであ ると解釈されている。 

本稿では、 組織固有の暗 知やソーシャル。 キャピ タ 

ノレ M の存在 下 において。 主唱者とトップとの 関係性に着 

目し、 主唱者の「意図」の 組織的正当化とトップマネジ 

ヤ一の行動の 関係について 考察する。 この考察から、 イ 

ノベーションを 継続的にしかも 効率的に生み 出すマネジ 

メントのあ り方に関する 考察を行な う 。 

あ る研究。 技術開発が成功し。 新規事業が立ち 上げら 

れた場合や漸進的技術開発が 完遂した場合を 考えよう。 

このような過程を 通じて、 あ るいはその過程の 反省から、 

研究。 技術開発担当者は 様々な知識を 創造し、 各自の中 

に内面 4% している。 研究。 開発部門のマネジャー や 、 ト 

ツプ マネジ ャ一 、 関連部門の従業員もそれぞれの 立場。 

役割においてこのプロセスに 関わり、 それぞれの経験の 

中から知識を 創造し、 それらを内面化し、 暗黙 知 として 

蓄積する。 
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これらの暗黙 知は 、 研究。 技術担当者個人の 中なかで、 

" 次の機会の研究。 技術開発やオペレーションプロセス 

には「こうしたⅡ「これを 開発したい」 " という「意図」 

を生み出す。 個人に想起された「意図」すなむち 主唱者 

の人的ネットワークを 介して、 公式、 

非公式にかかわらず 相互に作用し 合 う 人々の集団へと 伝 

らこの情報を 受容する状態を「共鳴」とすれば、 「共鳴」 

状態においては、 「信頼感」「安心風などの 感情的なり 

造を促す「よい 場 」が形成さ 

され。 その結果イ ソ ベーショ 

れると考えられる [5L 。 

播 する。 最初に述べたような 新規事業立ち 上げに関与す 

るなかで個人の 経験に基づいて 想起された「意図」は 、 

共通の経験を 有した集団にとって、 容易に受容され 共有 

化されると考えられる。 言い換えれば、 共通の経験を 有 

しているために、 連結化から内面 ィヒ の過程で必要な 相互 

用 あ るいは正当 ィヒ 用は低く。 その結果、 共体験 

を 有した集団の 構成員は、 「意図」を容易にかっ 速やかに 

知識化し共有することができると 予想される。 さらに 共 

体験を有しない 組織構成員へも、 次第に共体験を 有した 

集団を通して「意図」 ほ 伝播するので、 その拡散速度は 

一個人の体験から 得られた「意図」を 組織構成員へ 伝播 

しモ 

させるよりも 容易であ る事も予想される。 ここで、 ポ輔裁 図 1. 「 共 噺を説明する 

に伝播した「意図」； 涌邸翻薄 成員に内面化され。 暗黙知 

化された状態を「 糸蝋韻こ 埋め込まれた 意図」と呼べ ぼ 。 この仮説を検証するために。 「記録可能 光ヂィス クシス 

それは、 「意図 コに 近い文脈を有した 次なる知識の 創造を テム開発事例」「薄型平面ディスプレイ 開発事例」「液晶 

容易にする働きがあ る。 なぜなら、 「組織に埋め 込まれた テレビアクオス 開発事例」について 開発者に対するイン 

意図」すなむち「意図」の 共有によって、 「自己 糸鍬財ヒ さ タビューや、 報道資料。 参考文献等を 利用し事例調査を 

れた場の形成やよ Ⅱ造の基盤となる 形成された「 場 」 実施した田刈 。 その際、 企業理念、 ビジョン、 戦略およ 

への コミットメント [ 幻 力 まそ きられ易い カ、 らであ る。 コミ ツ び % 鏑 織文化やソーシャル。 キャピタルが 、 各々あ るいは 

トメント は 人間の知 リ 造の基盤となる モ 。 のであ り。 陽 一 のものとして 影響を及ぼし、 どの様な「組織の 思い」 

における相互作用に ルギーを与えるものであ る。 が形成されたか、 「 共 色鳥」を励起するような ドソプ マネジ 

ヤ 一の具体的な 行動。 言動 は 何であ ったか。 これらが開 

2 。 ㌃ ，思しハ との「共鳴』による び 造の 発 にどのような 影響を与え、 イノベーション 創出にどの 

略略 載に 埋め込まれた 意図」 ほ 、 漠然とした将来の 構 ように寄与したかという 観点から事例の 分析を試みた。 

想 、 目標、 めざす方向であ る「組織の思Ⅱを 形成する。 事例調査から 抽出された「藩邸哉の 思い」と「共鳴」を 励 

別の表現をす 牙 L は 暗黙的なビジョン ( 紬織目標 ) という 起したトップの「言葉」について 表 2 にまとめる。 

ことができる " これに対して 藩邸 哉 により定められた、 将来 表 1 に示した事例では、 暗黙 知の - 種であ り知的資産 

構想や目標であ って、 組織構成員のこの 情報に対する 共 でもあ る「組織の思い」が 形成された組織においては、 

感や思い入れについては 言及されていない、 単に言 調 こ トップマネジャー や プロジェクトリーダ 一の「 糸 郁哉の 思 
より表現された 情報であ る状態成形式的ビジョンと 表現 円を汲みさらにそれを 一層高い目標として 表出化させ 

することができよう。 形式的なビジョンと 組織の持つ 晴 る行為は、 「信頼感」「安心感」「 糸 研尋 感 」などが担保され 

黙 的なビジョンが 一致あ るいは大略一致し、 組ぷ 戟の構成 た 知識創造を促す「よい 場 」を形成し、 知識創造への 深 

員 が言語で記述された 情報に対し状況性すなむち 文脈を いコミットメントを 保証した結果、 知識創造を著しく 促 

付与し、 み れそ鰍生 、 高揚感などの 精神的な反応を 伴いなが 進し。 イノベーションを 成功に導いたと 解釈できる。 
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表 i. 事例から抽出した 形成された「組織の 思い」と「共鳴」を 励起したトップの 言葉 

の， 思い いつか ほ 記録できる 光ヂ 究極の高画質ディスプレ 全てのデバイスを 自分た 

イスクをつく ゆ たい イ をつく ゆ たい ちの手で造り№． 1 になり 

た い 

「共鳴」を誘発 記録を取りこんではじめ ハイビジョン 対応 5 5 年に国内テレビ 

した トップの て テープとわたりあ える ンチ 鞠 p を長野冬季五輪 ま をすべて液晶にする 
言葉 でに発売する 

3 。 イノベーションマネジメントへの 示 

前章で取り上げた 事例の幾つかは、 関係ずるコア 技術 

によりイノベーションを 繰り返し創出している。 コア技 

術によって可能になる、 研究開発と事業化との 交互発展 

的な繰り返しによるイノベーション 戦略は、 知識の深化 

的 蓄積と同時に 、 の 思い」や「意図」も 累積させる 

ことができる。 こ 積 された「組織の ， 思け や「 意 

図 」は、 「共鳴」を可能にする 知的資産を形成することに 

なり、 次なるイノベーションを 促進する。 コア技術を中 

心に据えた研究開発と 事業化との交互反復による 発展戦 

略は、 継続 制 L 「組織の思 し ㍉を形成し、 「共鳴」を励起 

することにより 速やかなる 如 

この結果を、 如何に速や 力 

転 させ問題解決を 促しイノベーションを 完遂させるかと 

いう文脈のなかで 解釈すれば、 「組織の思い」を 形成する 

仕組みと、 その「思い」を 汲みさらにそれを 一層高し 憶 

標 として表出化させる 行為はイノベーション。 マネジメ 

ント への具体的示唆を 与える。 すな む ち、 

①平素よりトップは 知識ビジョンを 割り、 それを組織全 

体に伝えることで、 社員にどのような 知識を追求し 倉 ll 遣 

すべきかのおおよその 方向を示しながら、 企業戦略を支 

える知識ドメインの 獲得、 創造、 蓄積、 活用が可能な 組 

織能力開発を 企て「組織の 思い」の形成を 企画すること。 

②「 糸漸 哉の思い」を 汲む為のトップの 行動は、 組織構成 

員の暗黙 知 をよく知ることであ り、 そのための行動、 た 

とえば現場歩きなどが 要請されること。 あ るいはトップ 

；ミみ ぬ 織の待つ暗黙知を 容易に汲み取ることができるよう。 

尖体験を有する 人材。 受容，性感度の 高い人材をそのビジ 

ネスユニットのトップに 登用すること。 

③コア技術によって 可能になる研究開発と 事業化との 

交互発展的な 繰り返し。 すな む ちコア技術を 中核とした 

スパイラル戦略と①～②のの 組み合わせ ほ 、 「組織の思 

い」の形成をその 戦略の中に内包させることができる。 

このような技術戦略を 企業戦略にすえロードマップな 

どのタイミング 管理ツールを 併用す @ 、 ジ ヤスト。 イ 

ン 。 タイム。 イノベーションへの 解 得ることができる 

ことも示唆される。 

前章で述べた 事例とは逆に。 糸麟劃こ 形成された「規範Ⅰ 

ともいうべき 企業文化と、 「主唱者」の「意図」が 対立す 

る 際には、 「意図」 @ ご 沿った「 の 思い」は形成されが 

たい。 同様に 、 全くの新規分野に 関する研究開発を 行な 

ヂ 場合には、 「組織の思い」は 末 形成であ り「共鳴」 ほ 生 

じない。 この事実に注目すれ ば 、 ボトムアップ 的な提案 

による新規事業開発はトップマネジャ 一層への説明、 説 

得、 調整などの必要性などから 主唱者ならびにミドルマ 

ネジャ一に多大な 負担を強いることが 想起される。 

- 一方、 トップダウン 的な新規事業開発では、 トップマ 

ネジャ一層への 説得。 調整は不必要であ るが、 担当者の 

コミットメントを 得るためのインセンティブ、 説明、 説 

得などが課題となるので、 強いリーダーシップを 持った 

トップマネジャーとともに、 企業理念。 企業ビジョンな 

どの規範レベルのマネジメントが 必要であ る。 しかしな 
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がら、 新規分野への 挑戦であ っても、 過去に築いた「組 

織の思い」が 有効に働く場合があ る。 例えば、 磁気テー 

プを利用した 記録システムの 技術開発を通じて 形成され 

た「 頭 だしのスムーズな 記録を実現したい」という「組 

織の思い」は 、 光ディスク記録分野への 移行に際しても 

保持されつつ、 類似の再生専用光ディスクにおけるイノ 

ベーション例を 参考に認知論的 [9 コアプローチにより 録 

可能な光ディスク 開発に成功した 例が挙げられよう。 こ 

の例でほ。 既存事業の開発を 通じて蓄積 t れた「組織の 

化され、 新しい開発の 文脈の中で再認識さ 

れていると解釈できる。 

新規事業開発を 推進するトップは 既存事業で蓄積した 

「組織の思い」から 容易に導出できる 新たな「組織の 思 

い」が有効に 作用する分野を 新規事業分野としで 選択し、 

「共鳴」を励起するビジョンを 発信することでラジカル 

イノベーションを 促進することができるという 含意が本 

稿で 得られた結論 よ り得られる。 

本研究では。 イノベーションを 知 

らえ、 イノベ - ションを継続的に 創出する研究。 技術開 

発マネジメント と @ ま 何であ ろうかとの問いに 関して、 組 

織的知識創造論に 基づき事例を 分析する中から、 その 解 

を 明らかにする 研究を試みた。 用いた事例の 多くは比較 

的類似する民生用電子機器製造業における 事例であ り。 

広範囲な業種における 検証ではないという 間 

得られた結果が 他の業種へも 適応できるかを 含め。 一般 

性に関しての 保証は今後の 

本稿では、 イノベーションを 継続的にしかも 効率的に 

生み出す研究。 技術開発マネジメントに 関する具体的示 

唆を与えたが、 イノベーションは、 研究。 技術開発部門 

以外の多くの 部門の総合的な 関わりによって 完遂される 

事を顧みれば、 インタビュ一対象者の 所属が研究。 技術 

開発部門に偏っており、 企画部門や事業部署紬織にまで 

調査範囲を拡大することができなかった 点において限界 

があ る。 調査範囲の拡大もまた 今 あ る。 

企業理念、 ビジョン、 戦略およ や ソーシャ 

ル。 キャピタルが 、 各々、 あ るいは -- 体のものとして 開 

発 にどのような 影響を与え、 イノベーション 創出にどの 

よ う @ こ 寄与するかという 関心に対してほ 、 「 

を形成する下地になるとの 包括的な影響は 述べることが 

できるとしても、 それぞれの影響について 分離してその 

寄与を抽出できるまでにほ 至っていない。 またこれらの 

ステートメントの は 新規事業分野への 進出の際など 

の末 形成な「網織の 思Ⅱを補償する 手段となりさるか 

どうかという 点に関しても 今後の研究 
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